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調査概要 
• 目的：高次脳機能障害支援拠点機関における子ども（0～18歳

未満：児童福祉法の対象年齢）に関する相談支援の状況把握 

• 対象と方法：全国の高次脳機能障害支援拠点機関に質問票を

配布 
• 平成25年1月1日から12月31日までの1年間に受けた相談と支援（入院・通

院患者や治療や手術などの件数ではなく、相談支援の有無）について質問

した。 

• 「子ども」とは、上記の期間の相談時に0～18歳であった者とし、小児期に受

傷または発症した成人からの相談は含まない。 

• 保護者または子どもに関わる人からの相談を含む。 

研究協力者： 
 新平鎮博 国立特別支援教育総合研究所  企画部上席総括研究員 
 日下奈緒美 同、教育支援部主任研究員 
 森山貴史   同、教育情報部研究員 



• 回答機関 
   35都道府県（35/47  74%） 
   51機関（51/70  73％） 



1. 自施設で子どもに関する相談支援は実施できるか。  
     (N=51機関) 



2. 都道府県内に、子どもを紹介できる機関はあるか。
(N=35都道府県) 

1.子どもの診断・検査が可能
な医療機関 

２.子どものリハビリテーション
が可能な機関 

3.上記いずれもない N=3(9％) 



3.  1年間に子どもに関する相談支援はどのくらいあったか。
（電話や来訪など方法は不問）            (N=51機関) 

実人数 のべ件数 



4. 誰からの相談か。（複数回答） 



5. どのような相談内容か。（複数回答） 



6. 相談を受けて、どのように対応したか。（複数回答） 



7. 学校・保育所・幼稚園に関してどのような相談があ
るか。（複数回答） 



8. 教育的な配慮が必要と判断された場合に、どのような対 
応ができるか。また、実際に行った対応はどれか。（複数回答） 



9. 教育的な配慮が必要と判断された場合に、教育に関して
どのような情報が必要と思うか。 
また、すでに把握している情報はどれか。 



10. 子どもに関する相談を受けて、同じ都道府県内で連携又
は紹介できる社会資源はどれか。 
また、実際に連携の実績がある社会資源はどれか。 



11. 教育委員会又は学校と連携した場合の頻度・方法 
 (N=29機関) 



12. 教育委員会又は学校と連携した場合の内容 

• 入院中から学校との支援会議開催 
 （症状の説明と対応・配慮事項） 
• 学校からの要請で研修会開催 
• スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーとの情報交換 

• 支援員導入 
• 転学・転籍の支援 
• 復学後の助言（成長過程にあわせて） 

など詳細は別表 



調査のまとめ 
• 回答した機関の9割以上に子どもに関する相談があり、

自施設または同一都道府県内の他施設と連携して対応
している。 

• 主に保護者から、学校・日常生活、診断・検査に関する
相談が多い。 

• 学校については、教科学習支援のほか、教職員の理解、
人間関係の相談が多い。 

• 対応内容としては、本人家族への説明、医療機関、社
会資源の紹介が多い。 

• 地域の実情に応じて、社会資源を活用しているが、教育
に関する情報および児童福祉法に定められた、障害の
ある児童を対象としたサービス利用は、周知・利用とも
に十分に進んでいない。 



発症→診断・治療→医療リハ→退院→就学・復学

転籍

在籍校 特別支援学校
院内学級

（特別支援学校分校）

継続

在籍校

復学

教育の保障 



先進県の支援体制（千葉・神奈川） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

入院中に特別支援学校に転籍 



医療福祉と教育との連携推進 

↑支援冊子：病気の児童生徒への特別支援教育
～病気の子どもの理解のために～ 
高次脳機能障害編(2013) 
http://www.zentoku.jp/dantai/jyaku/h25kouji_nou.pdf 

↑ 特別支援教育について 
（文部科学省教育支援資料）「５．病弱」の項に 
「高次脳機能障害」が初めて明記された。(2013) 



連絡事項：休職中䛾就労⥅⥆支援B型䠄非雇用型䠅䛾利用䛻䛴い䛶

１６ 就労⥅⥆支援B型䠄非雇用型䠅

• 通常䛾事業所䛻雇用さ䜜䜛䛣䛸䛜困難䛺障害者䛾うち䚸通常䛾事業所䛻雇用さ䜜䛶いた障害者䛷あ䛳䛶䚸
そ䛾ᖺ齢䚸心身䛾状態そ䛾他䛾事情䛻䜘䜚䚸引䛝⥆䛝当該事業所䛻雇用さ䜜䜛䛣䛸䛜困難䛸䛺䛳た者䚸
就労移行支援䛻䜘䛳䛶䜒通常䛾事業所䛻雇用さ䜜䜛䛻至䜙䛺䛛䛳た者䚸そ䛾他䛾通常䛾事業所䛻雇用
さ䜜䜛䛣䛸䛜困難䛺者䛻䛴䛝䚸生産活動そ䛾他䛾活動䛾機会䛾提供䚸そ䛾他䛾就労䛻必要䛺知識及び
能力䛾向上䛾た䜑䛻必要䛺訓練䚸そ䛾他䛾必要䛺支援を行いま䛩䚹

䛆対象者䛇

• 就労移行支援事業等を利用䛧た䛜一般企業等䛾雇用䛻結び䛴䛛䛺い者や䚸一定ᖺ齢䛻達䛧䛶い䜛者䛺
䛹䛷あ䛳䛶䚸就労䛾機会等を通䛨䚸生産活動䛻䛛䛛䜛知識及び能力䛾向上や維持䛜期待さ䜜䜛者䚹ල
体的䛻䛿次䛾䜘う䛺例䛜挙䛢䜙䜜ま䛩䚹

(1) 就労経験䛜あ䜛者䛷あ䛳䛶䚸ᖺ齢や体力䛾面䛷一般企業䛻雇用さ䜜䜛䛣䛸䛜困難䛸䛺䛳た者

(2) 就労移行支援事業を利用䠄暫定支給決定䛷䛾利用を含䜐䠅䛧た結果䚸B型䛾利用䛜適当䛸判断さ䜜た者

(3) 上記䛻該当䛧䛺い者䛷あ䛳䛶䚸50歳䛻達䛧䛶い䜛者又䛿障害基礎ᖺ金１級受給者

(4) 上記䛻該当䛧䛺い者䛷あ䛳䛶䚸地域䛻一般就労䛾場やA型䛾事業所䛻䜘䜛雇用䛾場䛜乏䛧く雇用さ䜜䜛
䛣䛸又䛿就労移行支援事業者䛜少䛺く利用䛩䜛䛣䛸䛜困難䛸区市町村䛜判断䛧た者䠄ᖹ成24ᖺ度ま䛷䛾経過
措置䠅

出඾：厚生労働省社会䞉援護局障害保健福祉部：障害福祉サ䞊ビス䛾内容
䠄http://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/service/naiyou.html䠅

現在䛾雇用関係䛾有無䛻䜘䜙䛪䚸事実上働く䛣䛸䛜困難䛸いう解釈䛷あ䜚䚸B型䛾利用を妨䛢
䛺い䠄＝利用可能䛷あ䜛䠅
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